
行動変容プログラムの推進

府内市町村の取り組み実態とプログラム案の提示

R6.12.09 令和6年度保健事業担当者に対する研修会 【資料１】



•

•

R6年8月28日開催「保健事業担当者に対する事業説明会」にて詳細を説明。
資料は以下URLにてご参照ください。
↓
https://www.iph.osaka.jp/s016/050/051/no1_prefosaka.pdf

● 第4次大阪府健康増進計画 -基本的な考え方- ●
《基本方針》
① 生活習慣病の発症予防
② 生活習慣病の早期発見・重症化予防
③ 生活機能の維持・向上
④ 府民の健康づくりを支える社会環境整備
⑤ ライフコースアプローチ
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【参考】 健康日本21（第三次）におけるロコモ・骨粗鬆症に関する基本的考え方

身体の健康に関してロコモティブシンドローム及び骨粗鬆症検診に関する目標を以下のとおり設定する。
＜基本的な考え方＞

① ロコモティブシンドロームの減少
ロコモティブシンドローム（以下「ロコモ」という。）は、運動器の障害によって、立つ、歩くという移動機能の低下を来した状態と
定義されている)。
生活機能の中でも移動機能は健康寿命の延伸の観点からも、特に重要項目と考えられる。
運動器の障害による疼痛があると、活動量が低下し移動機能の低下を来す。
運動器疼痛はロコモ発症や悪化の主要因の一つである。
運動器の疼痛と、ロコモの診断基準の一つであるロコモ25には相関があり、運動器疼痛の改善はロコモの減少に寄与すると考えられる他、
腰痛症や関節症の改善が健康寿命の延伸に寄与する可能性も示唆されている。
これらを踏まえ、足腰の痛みのある高齢者の人数を本目標の指標として設定し、その減少を目指す。

健康増進法に基づく健康増進事業の一環として、自治体は、骨粗鬆症検診を行っている。
骨粗鬆症検診の目的は、無症状の段階で骨粗鬆症及びその予備群を発見し、早期に介入することである。
現在、骨粗鬆症検診受診率は、約５％と非常に低いが、骨粗鬆症検診受診率の向上は、
未治療の骨粗鬆症患者の治療介入を促し、骨粗鬆症性骨折患者の減少、ひいては健康寿命の延伸につながると考えられる。
このため、骨粗鬆症検診について普及啓発等を行い、受診率向上の取組を進める必要がある。

② 骨粗鬆症検診受診率の向上

2035年度目標値大阪府の現状

210人＜人口千対＞（R4年） 238人＜人口千対＞ロコモティブシンドローム

15％（R3年） 2.3％骨粗鬆症検診受診率
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行動変容プログラムの推進
骨粗鬆症対策（骨粗鬆症検診・骨密度測定）
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





こちらの報告資料とあわせて、
資料2-1，2-2，2-4，2-5，2-6 
(一覧表、自由記載、調査票)も
ご覧ください。

6



•

•

•

•

•

•

7







8



•



•



設問：1.(1),① ※単一回答

設問：1.(1),② ※単一回答

（分母:40市町村）
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設問：1.(2) ※単一回答

（分母:40市町村）
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設問：2.(1),①～⑦

（25.6％）1160歳（30.2％）1340歳
（18.6％）865歳（18.6％）845歳
（20.9%）970歳（23.3％）1050歳

（18.6％）855歳
〔個別の受診勧奨を各年代へ実施している市町村〕
豊中市・高槻市・摂津市・羽曳野市・富田林市・河内長野市・
千早赤阪村・泉大津市・田尻町・岬町

※ 下線は全国平均5.5％より受診率が高い
※ 40歳へのみ個別の受診勧奨を実施している市町村が上記以外にある。

（分母:40市町村）
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設問：2.(2)

（分母:40市町村）
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

設問：2.(3)

（分母:40市町村）
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設問：3.(1)

（分母:35市町村）
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

設問：3.(2)

（分母:40市町村）
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（分母:40市町村）

設問：4.(1) ※単一回答
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設問：4.(2),1)

（分母:40市町村）
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設問：4.(2),2)

（分母:40市町村）
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設問：4.(2),3)

（分母:40市町村）
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設問：4.(2),4)-5)

（分母:40市町村）
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設問：4.(2),6) 別紙：「その他」でご回答いただいた内容

骨量測定

測定値が
YAMの80％未満

測定値が
YAMの80％以上90％未満

測定値が
YAMの90％以上

骨粗鬆症の
危険因子あり

骨粗鬆症の
危険因子なし

異常なし要指導要精検

骨粗鬆症検診における判定基準

骨粗鬆症 検診・保健指導マニュアル第2版より
（厚生省老人福祉局老人保健課，老人保健法による骨粗鬆症予防マニュアル（2000）より作図されたもの）

（分母:40市町村）
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設問：5.(1)

（分母:40市町村）
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設問：5.(2)

（分母:40市町村）
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設問：5.(3),(4)

（分母:40市町村）
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設問：5.(5),1),2)

保健センターや医師会、医療機関
が実施しているとの回答（外部委
託とは別の認識?）

（分母:40市町村）
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設問：5.(6)

骨粗鬆症検診として、年間
回数を設定したり、他事業と
合わせて実施していなかったり
というところがあった。

（分母:40市町村）
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設問：5.(7) ※単一回答

国保加入者、生活保護
受給者の費用を無料にし
ているところが多い。

（分母:40市町村）
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設問：6.(1),1) ※単一回答

設問：6.(1),2)

（分母:40市町村）
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設問：7. 別紙：「その他」でご回答いただいた内容

（分母:40市町村）
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設問：8.(1)①
※単一回答

設問：8.(1)②
※単一回答

（分母:41市町村）
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設問：9.(1)

（分母:41市町村）

31



•

•

設問：9.(2)

（分母:41市町村）
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設問：10.(1)

（分母:31市町村）

（スライド10参照）
検診では、DXA(腕)：42.9％、DXA(腰部)：22.9％
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設問：10.(2)

（分母:41市町村）
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•設問：11.(1) ※単一回答

（分母:41市町村）
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設問：11.(2),1)

（分母:41市町村）
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設問：11.(2),2)

（分母:41市町村）
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設問：11.(2),3)

（分母:41市町村）
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設問：11.(2),3)・4)

（分母:41市町村）
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設問：11.(2),6) 別紙：「その他」でご回答いただいた内容

•

•

（分母:41市町村）

40



•

•

設問：12.(1)

（分母:41市町村）
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設問：12.(2)

（分母:41市町村）
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設問：12.(3),(4)

（分母:41市町村）
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設問：12.(5),1),2)

（分母:41市町村）

44



•

•

設問：12.(6)

骨粗鬆症検診として、年間
回数を設定したり、他事業と
合わせて実施していなかったり
というところがあった。

（分母:41市町村）
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設問：12.(7)

一部自己負担なしの対象
を設定は検診と同様。

（分母:41市町村）
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設問：13.(1),1) ※単一回答

設問：13.(1),2)

（分母:41市町村）
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設問：14 別紙：「その他」でご回答いただいた内容

（分母:41市町村）
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【骨粗鬆症検診の受診率向上-1】

• 骨粗鬆症検診については、健康増進法に基づき対象が決まっていることから、汎
用性の高い行動変容プログラム第一期「特定健診の受診率向上」を参考に、受
診を向上させることを目的とし、プログラム案を検討した。

• 項目としては、骨粗鬆症検診を受ける必要性を理解があることが前提となるため、
骨粗鬆症検診、骨粗鬆症に関する普及・啓発が重要である。

• 骨粗鬆症検診を受けるための環境整備（費用、場所などの実施体制の工夫）が
必要となる。

• 骨粗鬆症検診を受け、骨粗鬆症の予防など健康増進へつなげるため、対象者の
生活習慣を改善し、実施者（市町村）は事業の評価をしていく必要がある。
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【骨粗鬆症検診の受診率向上-2】

• プログラム（案）の取り組み項目は、以下を参考に検討した。

名古屋市の骨粗鬆症検診の取り組み

骨粗鬆症検診を実施している自治体の実地調査（厚労科研）※

⇒ これらより、「広報・啓発」、「検診の自己負担なし」、「医師会・医療機関との連
携」、「他の検診等の事業との包括的な実施」をポイントと考えた。

• また、実態調査アンケートの結果より、大阪府内市町村の実態にあわせ、段階的
に取り組みを進展させていくため「基本」、「標準」、「充実」に項目を分類した。

55



【骨密度測定】

• 骨粗鬆症予防の重要性を普及・啓発し、骨粗鬆症の点でも健康増進が重要であ
ることを住民が理解する必要がある。

• 既存の事業を活用し、住民/対象者が自身の状態を把握できるような体制を整備
する。

• 対象者の状態から、健康増進につなげるために必要な支援を行う。（例：保健指
導の実施、別教室の案内、受療勧奨など）

• 「骨粗鬆症検診」に比べ、対象者が規定されていない場合には、多くの住民に測
定を受けてもらうことをまず広めていく。

• 骨量のピークを迎える前の世代では、骨量が十分となるような食生活・身体活動
等の生活習慣、また骨粗鬆症のリスクを高める生活習慣を避けるための支援を、
情報発信を中心として行う。
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汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）

骨粗鬆症対策 - 骨粗鬆症検診の受診率向上プログラム 【案】
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汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）

骨粗鬆症対策 - 骨粗鬆症検診以外の骨粗鬆症対策プログラム 【案】
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汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）

ロコモ予防プログラム
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各ライフステージへの働きかけのポイント

「各ライフステージへの働きかけのポイント」の検討にあたって

• 汎用性の高い行動変容プログラム（第二期）の検討会で、
有識者（医師・理学療法士）より得られたものをポイントとして整理した

• 既存の保健事業や健康関連指標を用いて取り組みを進展させられるように、
支援場所、取り組みポイント、取り組み例、評価例など項目別で示している。
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